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厚生労働省の科学研究における研究上の不正への対応について 
 
 

１．これまでの流れ 
（１） 総合科学技術会議 

平成 18 年 2 月 28 日総合科学技術会議本会議にて「研究上の不正に関する適切な

対応について」を検討。総合科学技術会議議長より各大臣宛に、これを踏まえた対

応を期待する旨、意見具申がなされた。 
 

「研究上の不正に関する適切な対応について」要旨 
・ 研究上の不正は科学技術及びこれに係わる者に対する信頼を傷つけ、科学

技術の発展に重大な悪影響を及ぼす。 
・ 総合科学技術会議は、研究者コミュニティ、関係府省、大学及び研究機関

がそれぞれの立場において、倫理指針や研究上の不正に関する規程を策定

するよう求める。 
・ 関係府省は、不正が明らかになった場合の研究費の取扱いについて明確に

する。配分先となる組織に対して、研究上の不正に関する規程の策定及び

不正の防止に向けた対応を求める。 
 
（２） 文部科学省 

「科学技術・学術審議会／研究活動の不正行為に関する特別委員会」を開催（平

成 18 年 3 月 17 日より 6 月 23 日まで）。「研究活動の不正行為への対応のガイドラ

インについて 研究活動の不正行為に関する特別委員会報告書（案）」を取りまとめ、

７月８日よりパブリックコメント募集中。 
 

（３） 日本学術会議 
「科学者の行動規範に関する検討委員会」を開催（平成 17 年 12 月 28 日より平

成 18 年 4 月 5 日まで）。平成 18 年 4 月 11 日に開催した第 148 回総会にて、「科学

者の行動規範（暫定版）」等の文書を決定。学協会、大学、研究機関に送付。意見等

を収集中。 
 

２．今後の対応について（案） 
８月～ 厚生科学審議会科学技術部会の意見を踏まえて厚生労働省のガイド

ラインを作成。案の段階から厚労省所管各研究機関に情報提供及び

協議をしながら、内容の検討を進める。 
10 月頃 平成 19 年度の各研究事業の公募要項等に基本方針を反映。ガイドラ

インを厚生科学審議会科学技術部会において検討。 
19 年 3 月まで 平成 18 年度中に厚生労働省のガイドラインを策定し、の厚生労働科

学研究費補助金取扱規程等へガイドラインを反映。 
        各研究事業の平成 19 年度の取扱規程等へ取り入れる。 
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研究上の不正に関する
対応の基本方針（案）

平成18年7月27日

厚生労働省

研究上の不正の定義と対象

ねつ造ねつ造 改ざん改ざん 盗用盗用

※ 故意でない誤りは不正行為から除外

データ、研究結果等を偽
造すること、又はこれら偽
造したものを記録したり報
告又は論文等に利用したり
すること。

研究資料・機器・課程を変
更する操作を行うこと、又は
変更・変造したデータ、結
果等を用いて研究の報告、
論文等を作成・発表すること。

他の研究者のアイディア、
研究過程、研究結果、論
文又は用語を、当該研究者
の了解もしくは適切な表示
泣く流用すること。

厚生労働省の科学研究上の不正の定義

・厚生労働省で所管する競争的研究資金等を対象
（厚生労働科学研究費補助金など）

当該考え方の対象となる範囲について
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被認定者被認定者被認定者

研究上の不正を調査するスキームについて

被告発者

協力依頼
調査

説明
証拠提出

・原則として顕名で行うこと。
・不正とする科学的合理的が

示されていること。
（不正を行ったとする研究者や不正内

容が明示されていること等）

・自己の説明によって、不正行為で
あるとの疑いを覆すことができな
い場合。

・生データ、実験・観察ノート等の
本来存在すべき基本的な要素の不
足により証拠を示せない場合。

※ 被告発者の自認を唯一の証拠として
不正行為と認定することはできない。

調査委員会

被告発者所属
研究機関

窓口

告発者

告発

① 不正行為があったと認定された論文等の、不
正行為に関与したと認定された著者(共著者を
含む)。

② 不正行為に関与したと認定されていないもの
の、不正行為があったと認定された論文等の主
たる著者。

資金配分機関

措置を検討する
委員会

不正行為となる場合不正行為となる場合

不正行為と認定される者不正行為と認定される者
の範囲（被認定者）の範囲（被認定者）

不正論文
主要著者

不正行為
実施

被認定者の定義

調査結果
報告（ヒアリング等）

協力依頼
調査結果通知

左図は
・告発が被告発者が所属している研究機関に
なされ、

・告発に係る研究を行った機関に
被告発者が所属している場合のスキーム。

③ 不正行為があったと
認定された論文等の著
者ではないが、当該不
正行為に関与したと認
定された者。

告発の条件告発の条件

資金配分に関する
措置決定の通知

（受給資格の停止など）

調査結果通知
不正行為の認定

不服申し立て

悪意に基づく
告発の場合
・氏名／所属の公表
・所属機関の内規に

よる処分
・懲戒処分又は刑事

告発の検討
・告発者は不服申し

立て可能

措置決定
の通知

窓口

調査機関における調査

予備調査 本調査

調査機関に関する基本的考え方調査機関に関する基本的考え方
１．研究機関に所属する研究者に係る研究活動の不正の場合、当該研究機関が調査を行う。

２．被告発者が複数の研究機関に所属する場合、告発された事案の研究を主に行っている研究機関が中心となっ
て調査を行う。

３．不正を行ったとされる研究機関と、被告発者が所属する研究機関が異なる場合は、合同で調査を行う。

４．研究機関による調査が困難と資金配分機関が特に認めた場合は、資金配分機関が調査を行う。

５．研究機関等は、調査を他の研究機関や学協会等の研究者コミュニティに委託することが可能。

不正実行の
可能性

告発の科学的
合理的理由

告発された研究
の公表から

告発までの期間

研究成果を検証
するための資料
の保存期間を超

えるか検討

告発された行為
との論理性を検討

（通知・報告）
・配分機関、告発者及び被告発者に調査開始を

報告又は通知

（調査体制）
・当該研究領域分野の専門家かつ被告発者との

利害関係のない者を含む調査委員会を設置

（調査方法）
・調査に必要な証拠となる資料を保全
・論文、実験・観察ノート等の精査、関係者へ

のヒアリング、再実験等の手段により調査を
実施

・被告発者からの弁明の聴取
・研究又は技術上の情報の保護に配慮

本格調査が必要かどうか判断本格調査が必要かどうか判断

・調査結果は、告発者及び被告発者、資金
配分機関等に報告

・不正が認められた場合は調査結果を公表
・被告発者は調査結果に不服申立て可能
・資金配分機関は調査結果に基づき被認定資金配分機関は調査結果に基づき被認定

者への措置内容を検討者への措置内容を検討

不正の認定・調査結果公表
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資金配分機関における措置

措置を検討する
委員会

依頼

報告

措置の決定手続き措置の決定手続き
１．不正行為の重大性、悪質性、被認定者の不正行為への

関与の度合い等を考慮。

２．検討結果は速やかに資金配分機関に報告。

３．資金配分機関は委員会の報告に基づき、被認定者等に
対する措置を決定。

４．資金配分機関は、決定した措置及びその対象者等につ
いて、措置の対象者及びそのものが所属する機関、厚
生労働省の他の資金配分機関に通知。

措置の対象者の
所属機関

被認定者被認定者

措置の対象者の
所属機関

被認定者被認定者

措置の対象者の
所属機関

被認定者被認定者

資金配分機関での措置を検討する体制資金配分機関での措置を検討する体制
１．資金配分機関は被認定者等への競争的研究資金等に係

る措置を検討する委員会を設置。

２．委員会は資金配分機関の求めに応じて、被認定者等に
対してとるべき措置を検討し、その結果を報告。

３．委員会は原則として、研究活動における不正行為につ
いて適確な判断を下すために必要な知見を持つ者を含
み、被認定者等及び不正行為に係る研究者に直接の利
害関係を有しない有識者で構成。

措置決定
の通知

重大性・悪質性・関与の度合い

他の他の
資金配分機関資金配分機関

措置の内容公表措置の内容公表
措置決定の際には、措置の対象となった者について以下
の情報等を速やかに公表。

措置決定
の通知

措置
決定

・氏名及び所属

・措置の内容

・不正行為が行われた
競争的研究資金等

・当該研究費の金額

・研究内容及び不正行為の内容

・調査機関が行った調査結果報
告書

資金配分機関資金配分機関

措置内容
の公表

不正認定後の措置について

資金配分機関

・ただちに被認定者の当該競争的研究資金等
の支出の中止を命じる。

・調査結果の資金配分機関及び告発者、被認
定者への通知

・調査結果の公表

・被認定者に対して内部規定に基づき適切な
処置を執る

被認定者所属の各研究機関
① 不正行為があったと認定された論文等の、不正行為に関与

したと認定された著者(共著者を含む)。

② 不正行為に関与したと認定されていないものの、不正行為
があったと認定された論文等の主たる著者。

不正行為と認定される者不正行為と認定される者
の範囲（被認定者）の範囲（被認定者）

不正論文
主要著者

不正行為
実施

被認定者の定義
③ 不正行為があったと認定され

た論文等の著者ではないが、
当該不正行為に関与したと認
定された者。

資金配分機関

競争的研究資金等の打ち切り 競争的研究資金等の不採択

競争的研究資金等の返還
競争的研究資金等の申請制限

（不正に関与した研究者について）
認定された年度の翌年度以降５～１０年間

（不正への関与は認められなかったが、
不正行為があったと認定された論文の主要著者）

認定された年度の翌年度以降２～４年間

・不正行為があったと認定された研究に係る
競争的研究資金等の打ち切り

・被認定者のうち不正に関与した研究者（①
③）については、不正行為があったと認定
された研究以外に係る研究資金も打ち切り

・厚生労働省所管の競争的研究資金等において、被認定
者が主任研究者として申請されているものについては
不採択

・分担研究者及び研究協力者となっているものについて
は当該者の差し替えを要求

・未使用の研究費の返還
（悪質な場合は研究費全額の返還）

以下の措置のうち１つあるいは複数の措置を講じる。
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